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わが国造船業に対する現状認識 

 
 わが国造船業の現状について、アンケート回答事業者の約 9 割は、日中韓 3 か国

の造船所を比較して、日本の造船所は「品質（技術力）」、「納期の確実性」、「アフタ

ーサービス」などの面で優位にあると評価し、特に「品質（技術力）」の面での優位

性を評価した事業者は全体の 95%に達した（図 1 参照）。  
一方、「船価」および「船台規模（ロット発注への対応力）」の面で日本の造船所

が優位にあるとの回答は全体の 3%および 9%に留まっている（図 1 参照）。また、わ

が国造船所のデメリットとして、「ドル建て船価で契約ができない」、「建造仕様の変

更に対する対応力に欠ける」、「契約から竣工までの期間が長すぎる場合が多く（中

略）契約時の造船所への払込金の銀行借入利息の負担が大きくなる」、「修繕を取り

扱う造船所が少ない」といった点も指摘された。  
このように、船価の面を中心に課題があるとしながらも、わが国造船業の展望に

ついては、全般的に前向きな評価がなされた。「将来的にも日本国内に造船所が存在

する必要はあると考えますか」との問いに対しては、「必要ある」との回答が全体の

89%を占め（図 2 参照）、「次期船隊整備において、建造発注を検討したいと考えて

いる船種と発注先（建造国）を教えて下さい」との問いに対しても、日本の造船所

を検討したいとの回答が最も多く、全隻数の約 8 割を占めた（図 3 参照）。  
また、将来的にも日本国内に造船所が存在する必要はあると回答した事業者は、

当センターは本年 5 月に「我が国外航海運業界から見た我が国造船業の現状と

課題に関する調査報告書」を公表した。  
本調査は、わが国造船業の競争力強化に向けた関係者による今後の対応に資す

るべく、国内の外航海運事業者（オーナー及びオペレーター）196 社を対象に、

わが国造船業の現状と課題についてアンケート調査を実施したものである。回答

率は 18％（回答事業者数：36 社）に留まったが、回答事業者が所有又は運航する

外航船は計 2,871 隻に上ったため、アンケート調査結果から、わが国外航海運業

界の認識について、一定の傾向を導き出すことができるものと考えられる。  
 



わが国海事クラスターの競争力強化および経済安全保障の観点から必要であるとし

たほか、国内造船所の存在が外航海運業に様々なメリットをもたらしているとの観

点から、その必要性を指摘した（表 1 参照）。さらに、「品質・技術力の面（特に環

境対応・省エネ船の分野）で優位性を保つことで競争力をカバーできる」、「建造船

の品質および性能の面で海外造船所と差別化を図れる技術力を持っている」との意

見も出され、わが国造船業に対して、さらなる技術優位性の確保に向けた強い期待

が示された。

 
 
【図 1】日中韓 3 か国の造船所の優位性 

 
 
 
【図 2】将来的な国内造船所の必要性 【図 3】今後の建造発注先と船種 
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【表 1】将来的に国内造船所が必要な理由（抜粋） 
 船主の技術レベルは造船所に負う所が大きいため。 
 保守の面から考えても、即応性の高い日本の造船所での建造が必須であるため。 
 海外拠点で国内と同様の品質実現が現実問題として可能かどうか現時点で不明であるため。 
 地方の船会社は、造船所のアフターサービスの力をかなりの部分借りながら船舶管理を行っ

ているため。（大規模事業者は自前での工務が可能であるが、そうではない会社は困難。） 
 日本のオーナーは日本の造船所で建造することを基本的に願っているため。 
 安心して発注できる技術力があるため。 
 日本の（中小）船主に海外発注する能力はないため。（監督派遣の実績経験が無く、信頼性の

面で日本以外への発注は難しい。） 
 ファイナンサ―によっては、海外ヤードの承認がとれないケースがあるため。 
 国内船主が安心して発注できる造船所は必要であるため。 
 
わが国造船業の課題 

現在、わが国造船業については、様々な課題が指摘され、その競争力強化に向け

た議論が各所で展開されているが、本調査では、①業務提携・事業統合の推進、②

鋼材・資機材の海外調達、③海外生産の展開、④イノベーションの推進の 4 つの課

題に着目し、これらに対するわが国外航海運事業者の認識を探った。  
①業務提携・事業統合については、これを推進すべきであるとの回答は全体の 39%

に留まり、「どちらともいえない」との回答が全体の 50%と最も多かった（図 4 参照）。

一方、業務提携・事業統合を推進すべきと回答した事業者からは、提携のイメージ

として、造船会社どうしによる設計・開発分野での技術的な提携、また、造船会社

と舶用メーカーまたは鉄鋼会社などとの連携を推す意見が出された。  
「コストのドル化」の方法の一つである②鋼材・資機材の海外調達については、

為替リスクの分散・低減に資する等の理由で、これを進めるべきであるとの回答が

全体の 55%と最も多かったが、「どちらともいえない」との回答も全体の 42%を占め

た（図 5 参照）。特に、「（海外の鋼材・資機材は）品質の面で信頼性に欠ける」、「海

外からの調達が難しくなった時に国内の調達に支障を来さない範囲にとどめておく

必要がある」など、品質や安定供給の面で懸念を示す意見が目立った。  
③海外生産の展開についても、為替リスクの分散やコスト競争力の確保に資する

等の理由で推進すべきとの回答が全体の 58%と最も多く（図 6 参照）、進出地域のイ

メージとしては、人件費が安く、日本と地理的に近いアジア地域を望む意見が目立

った。一方、全体の 31%は「どちらともいえない」と回答した。特に、「海外拠点で

国内と同様の品質実現が（中略）可能かどうか現時点で不明である」、「海外への技

術流出につながる恐れがある」、「長期的に海外生産先が競争力を持てば持つほど、

日本国内との競合を生んでしまい、日本の造船所にとっては良い面のみではない」

など、品質の低下や技術流出、海外進出先への受注集中による国内造船所の弱体化

がもたらされるとの懸念が示された。  
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【図 4】業務提携・事業統合を推進する必要性   【図 5】海外調達を推進する必要性  
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技術優位性を確保する上で重要課題となる④イノベーションの推進については、

エネルギー・環境分野における取り組みを求める回答が最も多く、そのための造船

業界内での連携および海運業や船級協会などとの業界横断的な連携の強化が重要と

の意見が見られた。特に、省エネやバラスト水の管理など国際的な環境規制の強化

に対応するための取り組みや、オーナーにメリットをもたらすような形でのイノベ

ーションの推進を求める意見が目立った（表 2 参照）。  
 

建造資金調達等 

建造発注を行う外航海運事業者の資金調達環境は、造船所の受注状況を左右する

要因ともなり得ることから、本アンケート調査では、資金調達の容易化に向けたニ

ーズを確認するための質問も行った。  
まず、「御社は現在の資金借入先（金融機関）に対して、どのようなサービスを望

みますか」との問いに対しては、「低金利での融資」、「長期安定的な融資」、「足元の

マーケットの判断ではなく、

【図 6】海外生産を展開する必要性 
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【表 2】イノベーションの推進に係るニーズ（抜粋） 
 排ガス規制などの大気汚染やバラスト水規制に見られるような国際ルールの変更に対して、イ

ノベーションを推進願いたい。 
 省エネ機器・省エネ船の開発を期待する。 
 新しい技術を盛り込んだデザインの船の建造。当然、燃料消費量の削減は必須であるが、さら

に船主にもメリットが出るような、例えば、メンテナスフリーのペイントの開発、機器類の設

計も望む。 
 市場に出回っている製品について輸送セグメントでいかに環境負荷が高いかを問題視して、低

燃費／環境低負荷船の需要を作り出すことが必要（荷主側の環境低負荷要請を更に強いものに

する）。 
 バラスト水処理装置の設置など環境対応のための大規模改装工事を含めた修繕の充実が必要

と考える。 
 資源開発分野向けの海洋構造物建造については、物量で韓国に大差で負けているので、高付加

価値化による差別化が必要である。具体的には、安全性、環境適合分野での国際ルール作りに

積極的に乗り出して、あらゆるプレーヤーが事実上「日本製」を使う必要が生じる状況をつく

る。 
 技術力、コスト競争力を更に高め、船主がメリットを享受できることを期待する。また、環境

分野における更なる技術開発と積極的な船主に対しての提案を望む。 
 
【図 7】現在の資金調達方法 
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送金手数料など）の優遇」など、融資サービスの改善を望む意見が多く出された。

本調査では、各事業者が現在利用している資金調達方法についても質問を行い、そ

の結果、日本の都市銀行または地方銀行からの借入を主に利用している事業者がそ

れぞれ全体の 83%および 67%と最も多かった（図 7 参照）。このため、わが国外航海

運業界は、国内の民間金融機関に対して、各種融資サービスの改善に向けた取り組

みに強い期待を有しているものと考えられる。  
一方、「今後の新たな資金調達方法として御社が興味を持っているものを教えて下

さい」との問いに対しては、「政府系金融機関からの借入」を選択した事業者が最も

多く（図 8 参照）、また、「御社の資金調達を容易化するために、行政機関に対して、

どのようなファイナンス支援スキームの導入を望みますか」との問いに対しても、

「輸出金融制度の弾力的な運用の拡充」、「政府系金融機関からの借入の容易化」な

どの意見が見られた。  
また、資金調達の容易化に向けては、金融機関による新たな船舶投資ファンドの

取りまとめや、行政機関主導での新たな船舶投資ファンドの設立を望む意見が比較

的多く出され、自己資金負担割合の軽減を望む外航海運事業者が、資金調達先の一

つとしての船舶投資ファンドの育成やこれに対する政府支援に強い期待を有してい

ることが分かった。  
さらに、行政機関に対する要望として、船舶の特別償却制度における基準緩和、

買換資産の課税特例（圧縮記帳）制度における期限延長や繰り述べ割合の増加、そ

して、リースを促進する税制の導入など、自己資金の増減に影響を与える税制に対

する関心の高さも伺えた。

 
【図 8】今後の資金調達方法 

3% 

8% 

19% 

6% 

19% 

19% 

44% 

36% 

25% 

0% 20% 40%

その他 

自己資金で充当 

特別目的会社からの資金調達 
（船舶投資ファンド、オペレーティング・リース等） 

資本市場からの調達（社債発行等） 

外国の金融機関からの借入 

日本のその他の金融機関からの借入 

日本の政府系金融機関からの借入 

日本の地方銀行からの借入 

日本の都市銀行からの借入 

（選択率） 
（注）各社、該当するもの全て選択。 



おわりに 

本調査の結果、わが国外航海運業界は、これと密接な関係にあるわが国造船業に

対して、技術力やアフターサービス、納期などの面での優位性を高く評価すると共

に、今後も、特に技術力の面で優位性を維持・強化し、さらなる国際競争力を発揮

できるよう強く期待していることが分かった。  
一方、最大の課題とされる船価面での競争力強化に向けては、為替リスクの低減

等に資する海外調達の推進や海外生産の展開には総じて賛同する意向を示しつつも、

かかる方策を進める場合には、品質や納期、安定供給の面で支障を来さないこと、

そして、国内造船所の弱体化につながらないような対応が重要との認識を有してい

ることが分かった。また、建造資金の調達においても、民間金融機関による融資サ

ービスの改善、船舶投資ファンドの活用、政府系金融機関の活用など、様々なニー

ズが提示された。  
今後、わが国造船業およびこれと関連する産業の発展に向けて、各業界および政

府が対策を講じていく上で、本調査によって明らかとなったわが国外航海運業界の

意見が参考となれば幸いである。また、わが国外航海運業と造船業等がこれまで培

った関係によって生み出される相乗効果を発揮しつつ、各産業が、それぞれ世界市

場をリードできるよう競争力を向上させ、さらに成熟した関係へと進化することで、

わが国海事クラスターが一層の発展を遂げることを期待するものである。  
末筆ながら、本調査にご協力いただいた外航海運事業者ならびに関係者に深く感

謝申し上げる。  
 


